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（公共交通機関による旅客の運送） 

【答】  

適格請求書の交付義務が免除される３万円未満の公共交通機関による旅客の運送については、

一定の事項を記載した帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められます（消法30⑦、消令49①一

イ、70の９②一）。 

一方、３万円以上の公共交通機関を利用した場合には、その利用に係る適格請求書の保存が

仕入税額控除の要件となりますので、ご留意ください。 

ただし、この場合であっても、公共交通機関である鉄道事業者から適格簡易請求書の記載事

項（取引年月日を除きます。）を記載した乗車券の交付を受け、その乗車券が回収される場合は、

一定の事項を記載した帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められます（消令49①一ロ）。 

なお、この場合の帳簿の記載事項については、問110《帳簿のみの保存で仕入税額控除が認め

られる場合の帳簿への一定の記載事項》をご参照ください。 

（参考） 

   ・ 適格請求書の交付義務が免除される取引：問 41参照 

   ・ 公共交通機関特例の３万円未満の判定単位：問 43 参照 

    

（古物商等の古物の買取り等） 

【答】  

古物営業法上の許可を受けて古物営業を営む古物商が、適格請求書発行事業者以外の者から

同法に規定する古物（古物商が事業として販売する棚卸資産に該当するものに限ります。）を買

い受けた場合には、一定の事項が記載された帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められます（消

法30⑦、消令49①一ハ⑴）。したがって、貴社が消費者から中古車の仕入れを行った場合には、

一定の事項を記載した帳簿を保存することで、仕入税額控除が認められます。 

なお、相手方が適格請求書発行事業者である場合は、適格請求書の交付を受け、それを保存

する必要があります。 

この場合の帳簿の記載事項については、問110《帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められる

場合の帳簿への一定の記載事項》をご参照ください。 

また、古物商が適格請求書発行事業者以外の者から古物を買い取る場合のほか、適格請求書

発行事業者以外の者から仕入れを行う、次の場合も同様に、仕入税額控除のために保存が必要

な請求書等の交付を受けることが困難な場合として、一定の事項が記載された帳簿のみの保存

で仕入税額控除が認められます（消令49①一ハ⑵～⑷）。 

① 質屋営業法に規定する質屋営業を営む質屋が、適格請求書発行事業者以外の者から質物（質

屋が事業として販売する棚卸資産に該当するものに限ります。）を取得する場合 

問 105 取引先への移動に際し、券売機で乗車券を購入し、公共交通機関である鉄道を利用した

場合に、仕入税額控除の要件として請求書等の保存は必要ですか。【令和５年 10 月改訂】 

問 106 当社は、中古車販売業（古物商）を営んでおり、事業者及び消費者から中古車の仕入れ

を行っています。 

適格請求書等保存方式の下では、消費者からの仕入れは、仕入税額控除を行うことはでき

ないのですか。【令和５年 10 月改訂】 
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② 宅地建物取引業法に規定する宅地建物取引業者が、適格請求書発行事業者以外の者から同

法に規定する建物（宅地建物取引業者が事業として販売する棚卸資産に該当するものに限り

ます。）を購入する場合 

③ 再生資源卸売業その他不特定かつ多数の者から資源の有効な利用の促進に関する法律に規

定する再生資源及び再生部品を購入する事業を営む事業者が、適格請求書発行事業者以外の

者から再生資源及び再生部品（購入する事業者が事業として販売する棚卸資産に該当するも

のに限ります。）を購入する場合 
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【参考】 

○ 古物営業法第２条（定義） 

 この法律において「古物」とは、一度使用された物品（鑑賞的美術品及び商品券、乗

車券、郵便切手その他政令で定めるこれらに類する証票その他の物を含み、大型機械類

（船舶、航空機、工作機械その他これらに類する物をいう。）で政令で定めるものを除

く。以下同じ。）若しくは使用されない物品で使用のために取引されたもの又はこれら

の物品に幾分の手入れをしたものをいう。 

２ この法律において「古物営業」とは、次に掲げる営業をいう。 

一 古物を売買し、若しくは交換し、又は委託を受けて売買し、若しくは交換する営業

であつて、古物を売却すること又は自己が売却した物品を当該売却の相手方から買い

受けることのみを行うもの以外のもの 

二 古物市場（古物商間の古物の売買又は交換のための市場をいう。以下同じ。）を経

営する営業 

三 古物の売買をしようとする者のあつせんを競りの方法（政令で定める電子情報処理

組織を使用する競りの方法その他の政令で定めるものに限る。）により行う営業（前

号に掲げるものを除く。以下「古物競りあつせん業」という。） 

３ この法律において「古物商」とは、次条の規定による許可を受けて前項第一号に掲げ

る営業を営む者をいう。 

４・５ （省略） 

 

○ 質屋営業法第１条（定義） 

この法律において「質屋営業」とは、物品（有価証券を含む。第二十二条を除き、以

下同じ。）を質に取り、流質期限までに当該質物で担保される債権の弁済を受けないと

きは、当該質物をもつてその弁済に充てる約款を附して、金銭を貸し付ける営業をいう。 

２ この法律において「質屋」とは、質屋営業を営む者で第二条第一項の規定による許可

を受けたものをいう。 

 

○ 宅地建物取引業法第２条（用語の定義） 

この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところ

による。 

一 （省略） 

二 宅地建物取引業 宅地若しくは建物（建物の一部を含む。以下同じ。）の売買若し

くは交換又は宅地若しくは建物の売買、交換若しくは貸借の代理若しくは媒介をする

行為で業として行うものをいう。 

三 宅地建物取引業者 第三条第一項の免許を受けて宅地建物取引業を営む者をいう。 

四 （省略） 

 

○ 資源の有効な利用の促進に関する法律第２条（定義） 

この法律において「使用済物品等」とは、一度使用され、又は使用されずに収集され、

若しくは廃棄された物品（放射性物質及びこれによって汚染された物を除く。）をいう。 

２・３ （省略） 

４ この法律において「再生資源」とは、使用済物品等又は副産物のうち有用なものであ

って、原材料として利用することができるもの又はその可能性のあるものをいう。 

５ この法律において「再生部品」とは、使用済物品等のうち有用なものであって、部品

その他製品の一部として利用することができるもの又はその可能性のあるものをいう。 

 

  


